
 
○ 居宅療養管理指導に関連した介護報酬に係るＱ＆Ａ【厚生労働省発出】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

★ 介護報酬に係る Q&A【平成１５年４月版】＜抄＞ 
 

 
Ｑ１ 
医師・歯科医師の居宅療養管理

指導について、１人の利用者に

ついてそれぞれ月２回まで算定

できることとされたが、その具

体的な内容について 
 

 
Ａ１ 
  １人の医師及び１人の歯科医師のみが、１人の利用者につ
いて１月に２回居宅療養管理指導を算定できる。複数の医

師、複数の歯科医師による算定は原則としてできないが、主

治の医師または歯科医師がやむを得ない事情により訪問で

きない場合については、同一医療機関の医師・歯科医師が代

わりに訪問して指導を行った場合も算定できる。 
 

 
Ｑ２ 
医師・歯科医師の居宅療養管理

指導の算定日について、例えば、

ある月に５回訪問診療があり、

そのいずれの場合も居宅療養管

理指導を行った場合に、月２回

居宅療養管理指導を算定しよう

とする場合の算定日は、事業者

の任意で、５回の訪問診療の日

のうちのいずれの日から選んで

もよいか。 
 

 
Ａ２ 
  医師・歯科医師の居宅療養管理指導については、１日の訪
問診療又は往診につき１回のみ算定できる。当該月の訪問診

療または往診が３日以上ある場合は、当該の日のうち、主た

る管理指導を行った２回の訪問診療または往診の日とする。

 
 
 

 
Ｑ５ 
複数の事業所の歯科衛生士等が

居宅療養管理指導を行う場合の

算定方法について 
 
 

 
Ａ５ 
  歯科衛生士等が行う居宅療養管理指導は、原則として同一
の事業所において算定するが、複数の事業所から行う場合

は、最初に行った事業所は「初回」、その後に行った事業所

は「２回以降」として算定する。 
  薬局の薬剤師が行う居宅療養管理指導についても同様の
取扱いである。 
 
※ 下線部分については、平成１８年３月以前の取扱いと

なります。 
 

 
Ｑ６ 
訪問診療を算定した同一日にお

ける薬剤師等の居宅療養管理指

導の算定について 
 
 
 

 
Ａ６ 
  医療保険による訪問診療を算定した日において、医療機関
の薬剤師・管理栄養士の居宅療養管理指導を算定できない。

ただし、医療機関の薬剤師・管理栄養士の居宅療養管理指導

を行った後、患者の病状の急変等により、往診を行った場合

についてはこの限りでない。 
 

 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

★ 平成１８年４月改定関係 Q&A（Vol.1） 
 

(問７) 
医師・歯科医師の居宅療養管理

指導について、 
① 月に２回往診等を行ってい

ても、月に２回、居宅介護

支援事業所のケアマネへの

情報提供を行わなければ算

定できないのか。 
② また、居宅介護支援事業所

のケアマネへの情報提供を

しなければならないという

ことは、利用者が認知症対

応型共同生活介護、特定施

設入居者生活介護、小規模

多機能型居宅介護を利用し

ている利用者の場合やセル

フケアプランや住宅改修、

特定福祉用具購入のみの利

用者の場合は算定できない

のか。 
 
 

(答) 
①について 
    往診等により、利用者の状況等について医学的観点から  
見た情報をケアマネ等に対して情報提供しなければなら   
ない。この場合において、医学的観点から、利用者の状態 
に変化がなければ、変化がないことを情報提供すること 
や、利用者や家族に対して往診時に行った指導・助言の内 
容について情報提供すること等でも足りることとする。 
②について 
    医師・歯科医師の居宅療養管理指導は、居宅介護支援事
業所のケアマネや、当該ケアマネを介せずにサービスを利

用している場合には、直接、サービス事業者に対する情報

提供を行うことでも算定可能であり、したがって、御指摘

のようなケースについても、サービス事業者に対して情報

提供を行うことで算定は可能である。なお、そのような場

合の具体的な情報提供の方法としては、医師・歯科医師に

より直接にサービス事業者に情報提供を行う方法や、利用

者本人を介して行う場合等が考えられる。 
※なお、①・②ともに、利用者の同意を得て行うものに限ら

れているので、このサービスを行う場合は、利用者に対し

て十分な説明が必要である。 
 

 
(問８) 
薬局薬剤師が行う居宅療養管理

指導における医師・歯科医師か

らの指示は、医師・歯科医師に

よる居宅療養管理指導の情報提

供でもよいのか。 
 

 
(答) 
    医師・歯科医師による居宅療養管理指導の情報提供でも
構わない。この場合の情報提供は、医師・歯科医師と薬局

薬剤師が行う居宅療養管理指導の必要性を提案する方法

や、サービス担当者会議に参加が困難な場合や開催されな

い場合には、文書（メールやＦＡＸでも可）により薬局薬

剤師に対して情報提供を行う方法が考えられる。 
 

 
 
 



 

★ 平成２１年４月改定関係 Q&A（Vol.1） 
 

(問４２) 
看護職員の居宅療養管理指導に

ついて、医師の訪問看護指示書

が必要か。 
 
 

(答) 
看護職員による居宅療養管理指導の必要性については、要介

護認定の際に主治医から提供される「主治医意見書」の「看

護職員の訪問による相談・支援」の項目のチェックの有無又

は「特記すべき事項」の記載内容等により判断されるのであ

り、現在の訪問看護のような指示書は必要でない。 

 
(問４３) 
要介護認定、要介護認定の更新

又は要介護状態の区分変更の認

定に伴い作成された居宅サービ

ス計画に基づく指定居宅サービ

スの提供を開始してから２月の

間に１回を限度として算定する

となっているが、利用者の状態

の変化に伴い居宅サービス計画

が変更された場合は該当しない

と考えて良いか。 
 

 
(答) 
 そのとおりである。 

 
(問４４) 
看護職員による居宅療養管理指

導において実施する内容は何

か。診療の補助行為は実施でき

るのか。 

 
(答) 
看護職員による居宅療養管理指導は、療養上の相談及び支援

を行うものであり、診療の補助行為を実施しただけでは、居

宅療養管理指導費は算定できない。 

 
(問４５) 
主治医意見書において「訪問看

護」と、「看護職員の訪問による

相談・支援」の両方の項にチェ

ックがある場合、どちらのサー

ビスを優先すべきか。 

 
(答) 
訪問看護と看護職員による居宅療養管理指導はどちらか一

方のサービスのみ算定できることとなっていることから、こ

のような事例においては、利用者等の意向も踏まえつつ、サ

ービス担当者会議において、どちらのサービスを提供するこ

とが利用者にとって適切であるかを検討して選択されるべ

きである。 

 
 
 


